



















































































に動員されたことは珍しく， 中でも農村社会事業が基調となったのは 1936(昭和 11)年に社
会事業調査会答申において，I隣保共助」 に立脚する農民の自力更生に主眼が置かれたことで
ある (8)。それは，(1)社会事業の経営， (2)救護事業， (3) 医療保護， (4)児童保護，






















































これに対応するために，政府は 1922(大正 11)年 「自作農創設維持法J，1924 (大正 13)
年 「小作争議調停法J，1931 (昭和 6)年 「小作法案」を提出し，危機解決策としようと試み
た。しかし日本の農業恐慌は，日本農業の構造的危機と結びついていたことや，米価政策と複
雑に絡み合い，より深刻に長期的に継続したのである。


























































































































































































判である。 これは 1936(昭和 1)年に社会事業調査会答申において，農村経済更正運動と相
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と結び付けられることにより，効果を得るものとされる。 前掲書 pp. 23 -24 
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